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水素社会の実現に向けた今後の方向性

●パリ協定の「２℃目標」の達成。
環境エネルギー分野における課題（問題意識）

将来目指す姿
・水素導入量：～1,000万t＋α（発電での消費量に大きく依存）
・発電コスト：12円/kWh（ガス火力発電単価と同等程度）
・水素コスト：20円/Nm3
・水素ステーション：収益性向上によりガソリンスタンドを代替
・モビリティ：FCスタックの技術進歩・低コスト化によりガソリン車
を代替、大型車両のFC化
・エネファーム：家庭等における従来エネルギーシステムを代替

中期アウトカム（2030年）
・水素量30万t、水素ｺｽﾄ30円/Nm3、発
電ｺｽﾄ17円/kWh
・水素ｽﾃｰｼｮﾝ900箇所相当、FCV80万台、
FCﾊﾞｽ1,200台、ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ1万台、ｴﾈﾌｧｰﾑ
530万台
・ｱﾝﾓﾆｱ直接利用による導入量300万t
（熱量等価水素量48万t）、CO2削減量
1,000万t

短期アウトカム（2020年）
・水素量0.4万t
・水素ｽﾃｰｼｮﾝ160箇所、FCV4万台、FC
ﾊﾞｽ100台、ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ500台、ｴﾈﾌｧｰﾑ自立
化
・2020年代半ばまでにCO2ﾌﾘｰｱﾝﾓﾆｱ導
入、石炭混焼発電等での利用開始、ｱﾝﾓﾆ
ｱ導入量50万t （熱量等価水素量8万t）

水素の意義と重要性
・供給・調達先の多様化による調達・供給リスクの根本的低減
・電力、運輸、熱・産業分野の低炭素化可能
・3E+Sの達成
・水素技術の海外展開による国際社会への貢献
・産業振興・競争力強化
・諸外国における水素の取組を先導

調達・供給
・低ｺｽﾄな水素利用の実現（海外
未利用ｴﾈﾙｷﾞｰ利用/再ｴﾈ活用）
・国際的な水素ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝの開発
（水素ｷｬﾘｱとして液化水素、有
機ﾊｲﾄﾞﾗｲﾄﾞ、ｱﾝﾓﾆｱ、ﾒﾀﾝ）
・国内再ｴﾈ導入拡大と地方創生
（Power-to-gas技術、地域資
源を活用した低炭素水素ｻﾌﾟﾗｲ
ﾁｪｰﾝ構築支援）

・電力分野での利用（調整電源・ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ電源とし
ての役割、水素の安定的かつ大量消費、水素燃焼
器・発電技術開発、ｱﾝﾓﾆｱの石炭混焼・ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ実
証）
・ﾓﾋﾞﾘﾃｨでの利用（規制改革、低ｺｽﾄ化、官民一体で
の水素ｽﾃｰｼｮﾝの整備、ﾊﾞｽ・ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ・ﾄﾗｯｸ・船等へ
の用途展開）
・産業ﾌﾟﾛｾｽ・熱利用での活用(CO2ﾌﾘｰ水素による産
業分野等での低炭素化)
・燃料電池技術活用（自立的普及、純水素燃料電池ｺｼ゙ ｪﾈ）

利用

革新的技術活用
・高効率水素製造技術、低ｺｽﾄ・高効率なｷｬﾘｱ開発、低ｺｽﾄな燃料電池等の開発
・国際標準化、国民の理解促進、地域連携

水素基本戦略での主要指標（青字）とその目標値
（赤字）

水素社会に向けた基本戦略
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将来目指す姿の考え方

●パリ協定の「２℃目標」の達成。
環境エネルギー分野における課題（問題意識）

将来目指す姿
・ガソリンやLNGと同程度のコストの実現（現在：100円/Nm3 ⇒ ’30年：30円/Nm3 ⇒ 将来：20円/Nm3）

●日本は、国際協調の下、経済と両立させながら、2050年までに80%の温室効果ガスの排出削減を目指している。
⇒水素エネルギー利用は、90％以上の一次エネルギーを海外化石燃料に依存する日本のエネルギー供給構造を多様化させ、
大幅な低炭素化を実現するポテンシャルを有する手段となる。

上記課題解決に向けた長期的視点

*図は第9回水素・燃料電池戦略協議会 資料1（p3）より抜粋

※現在：100円/Nm3はステーションでの販売価格、’30年：30円/Nm3はプラントでの引渡し価格
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将来目指す姿の達成に向けた各府省庁連携体制

水素ステーション戦略的整備、規制改革、技術開発
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液化水素
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再エネ由来水素ST

水素ST

FCバス、FCフォークリフト

燃料電池

アンモニア燃料電池

革新的エネキャリ基盤
技術

燃料電池

文部科学省

経済産業省

環境省

内閣府
（現行SIP）

（参考）
LNG火力発電単価:12円/kWh

小規模実
証・
技術開発

商用化に向けたスケールアップ
水素専焼発電に向けた技術開発

17円/kWh、1ＧＷ

商用化

2040

社会実装

FCV

ST900か所相当、FCV80万台ST160か所、FCV4万台

FCバス1200台、FCフォークリフト１万台

FCバス、FCフォークリフトの導入拡大

豪州・ブル
ネイ実証 商用化に向けたスケールアップ、技術開発

既存エネルギーと同等コスト実現
調達量～1000万ｔ＋α
（発電消費量に大きく依存）
コスト20円/Ｎｍ３商用化

FCV/水素ST自立
※2020年代後半

技術開発
5万/ｋＷを見通す技術確立

国際水素サプライチェーン構築
水素調達量30万ｔ、水素コスト30円/Ｎｍ３

商用化

エネファー
ム等導入
支援

エネファーム自立化 エネファーム530万台

次世代燃料電池の商用化

ST100か所、バス100台、フォークリフト500台

12円/kWh、15̃30ＧＷ

技術開発

導入拡大

研究開発（成果を経産省等に橋渡し）

研究開発（成果を経産省等に橋渡し）

研究開発（成果を経産省等に橋渡し）

調査・ＦＳ・導入準備 商用化（CO2フリーアンモニア導入開始）
アンモニア輸入量50万ｔ/Y、 アンモニア輸入量300万ｔ/Y

現状のアンモニアコスト($250̃ $300/t) ※水素熱量換算：14.3̃17.1円/Nm3

アンモニア
直接利用

石炭発電混焼
（実サイトでのデモ実証）

小型アンモニアＧＴ デモ

初期導入既設改良
設計

改良,供給系整備,
実証 本格導入

中型アンモニアＧＴ
大型ＧＴ

（アンモニア分解型水素供給）

初期導入
改良設計 システム実証 初期導入
主要設備（分解装置,供給系）開発 システム実証 初期導入

アンモニア利用量50万ｔ/Y アンモニア利用量250万ｔ/Y

本格導入
本格導入
本格導入

関係省庁等

アンモニア利用量50万ｔ/Y

改良 大型化,システム実証 高効率,大型化,システム
実証 初期導入 本格導入

（数kW級） （数10̃数100kW級）

地域資源の活用 SC構築
実証未利用地域資源 横展開低炭素水素SC構築支援等

低炭素な水素SCの普及方策の検討

FCトラック、FC船、
FCゴミ収集車 など 各省連携による技術開発、実証、実用化、利用促進

普及拡大
再エネSTの能力向上、水素SCでの活用検討


